は じ め に

　社協は「地域福祉の推進を図ることを目的とする団体」です。その社協がボランティア・市民活動を支援する法的な根拠としては、社会福祉法第109条の「社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助」が挙げられ、また、新・社会福祉協議会基本要項では、活動原則として「住民ニーズ基本の原則」や「住民活動主体の原則」等があり、社協のボランティア・市民活動への支援はこれらに沿った方向で、地域特性や実情に合わせ工夫しながら、事業・活動を展開しています。
　ボランティア活動というと、ともすれば「お手伝い」「助け合い」といった狭いイメージで捉えがちですが、本来は、自分たちが望む豊かな地域社会を、自分たちで創り出すという「自治」の精神が根底にあります。また、社協の目的である「地域福祉の推進」のためには、地縁を基盤とする住民福祉活動への支援が重要ですが、それだけではなく、活動目的やテーマを基盤とする主体的なボランティア活動の裾野が広がることも必要です。

今日の多様な福祉・生活課題に対応するためには、ボランティアが社会福祉制度や福祉サービスでは賄えない固有の役割・作用をもっていると認識し、多様な活動と協働・連携しながら総合的に展開する必要があります。社協はこのような観点から本来的にボランティア活動を支援する役割があって、機能が備わっているべきと考えます。
　しかしながら、自治体の財政逼迫によって市町村社協ボランティアセンターに対する補助は縮減され厳しい運営環境もあり、思い描くような社協ボランティアセンターの機能向上が困難な状況もあります。

また、総務省統計局「平成18年度社会生活基本調査報告」によると、本県のボランティア行動率は34.5％と全国1位ですが、1人あたりの行動日数はそれほど上位ではなく、行動日数が多いと思われる福祉系ボランティアでは、高齢者福祉関係が6％程度、障がい者福祉関係で3％程度であり、多様なボランティアの裾野を広げると同時に、福祉的な視点の共有化を進める必要があると考えます。

　本指針は、こうした状況下において、市町村社協ボランティアセンターの機能強化や、ボランティア関連事業・活動の焦点化を検討する際の一助となるよう整理しています。本指針が市町村社協関係者で共有され、社協におけるボランティア支援の基軸及び発展強化につながることを期待します。
また、ボランティアグループ・市民活動団体や行政をはじめ関係者の皆様におかれましては、本指針を参考に、社協のボランティア支援の方向性について御理解いただければ幸甚に存じます。

最後に、本指針の策定にあたり、多大な御支援をいただきました市町村社協ボランティアセンター強化検討委員会委員の皆様をはじめとする関係者にお礼を申し上げますとともに、今後とも地域福祉の推進と福祉社会の創造を基本理念に各種事業・活動を推進していきたいと存じますので御協力のほどよろしくお願い申し上げます。
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